
別表 

補助対象経費 補助率 

旅費  

 

 

 

 

 

1/2 以内 

謝金 

賃金（事業実施者が本事業の実施のために

期間限定で雇用したものに限る。） 

使用料及び賃借料 

会場設営費 

役務費 

広告宣伝費 

消耗品費 

外注費 

委託費 

通信運搬費 

食材等購入費 

輸送費 

 

＜経費の内容＞ 

○旅費 

交通費、日当、宿泊費及び諸雑費とし、現地事業実施者及び補助交付者（以下

「事業実施主体」という。）が行う事業に必要な旅費とする。 

学識経験者等の招へいに要する国内外の移動に要する経費、滞在費等を含む。 

単価については、事業実施主体の旅費支払規程や国の規程によるなど、業務の

内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき、単価を設定するもの

とする。 

交通費及び宿泊費は最も安価なチケット等を利用するよう努める。申請時に

設定された単価が妥当であるか否かの審査に供するため、相見積もりかやむを

得ない事情がある場合は理由書とともに、旅費単価の設定根拠となる資料を提

出するものとする。 

 

○謝金 

事業を実施するために必要な専門的知識･知見の提供、資料･情報の収集や提

供等を行った人又は組織に対する謝礼に必要な経費とする。 

単価については、事業実施主体の規程や国の規程によるなど、業務の内容に応

じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき設定するものとする。申請時に

設定された単価が妥当であるか否かの審査に供するため、謝金単価の設定根拠



となる資料を提出するものとする。 

 

○賃金（事業実施主体が本事業の実施のために期間限定で雇用したものに限る。） 

事業を実施するために必要となる業務（資料整理・収集、イベントの補助等）

について、臨時に期間限定で雇用した者に対して支払う実働に応じた対価（日給

又は時間給）とする。 

賃金の単価は、事業実施主体の賃金支給規則や国の規程による等、業務の内容

に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき設定するものとする。 

申請時に設定された単価が妥当であるか否かの審査に供するため、賃金単価

の設定根拠となる資料を提出するものとする。 

 

○使用料及び賃借料 

事業を実施するために必要な施設や備品等の使用料及び賃借料とする。事業

実施主体が所有する施設や設備を使用する場合は、使用料を支払うことはでき

ない。 

 

〇会場設営費 

 事業を実施するに当たり、PRを行う会場の設営・撤去に必要な経費とする。 

 

〇役務費 

事業を行うために必要な経費の中で、事業実施主体が直接実施することがで

きないもの、又は適当でないものについて、他の事業者に外注するために必要な

経費（ホームページ作成料、原稿料、翻訳料、手数料等）とする。 

 

〇広告宣伝費 

事業を実施するに当たり、日本産食材・食品及び日本産食材サポーター店に関

する広告宣伝を行うための経費とする。 

 

〇消耗品費 

 事業を行うために必要な物品（消耗品、各種事務用品等）で当該事業のみで使

用されることが確認できるものの購入に関する経費とする。 

取得価格が３万円未満（消費税又は付加価値税込）のもの、又は使用可能期間

が１年未満のもの）を計上することができる。 

  

 

 



〇外注費 

事業を行うために必要な業務（PR 用のチラシの製作、Web サイトの新規制作

等）の一部を第三者に外注（請負）するための経費とする。外注する場合には、

事業実施主体と第三者との間で請負契約を締結することとし、成果物は事業実

施主体に帰属させることとする。 

 

○委託費 

事業を実施するに当たり、特殊な知識等を必要とする場合において、やむを得

ずその事業を遂行する能力を有する第三者に事業の一部を委託するための経費

であり、委託先を選択するときは、原則として競争に付すものとする。 

ただし、やむを得ない事情があると認められるときは、この限りでない。なお、

相見積もりかやむを得ない事情がある場合は理由書を提出することとする。 

 

〇通信運搬費 

事業を行うために必要なチラシ・ポスター等の PR用資料、報告書等の郵送料

とする。 

 

〇食材等購入費 

 事業を実施するに当たり、日本産食材・食品の PRのための試食やサンプル配

布に供する食材及び容器等を当該PRを行う国内で購入するための経費又は現地

事業実施者が既に所有する食材、容器等を試食等に供するための経費（所有する

食材等の仕入価格）とする。 

また、PR のために試食や無料でサンプル配布を行う場合には、日本産食材や

日本産食材サポーター店に関する簡単なアンケートとセットで行うこと。 

なお、食材等購入費は、商品価格や商品配送料の値引きに使用することはでき

ない。 

 

〇輸送費 

 事業を行うために必要な試食用の食材や備品等を当該事業を行う国内で輸送

するための経費とする。日本産食材・食品を他国から事業を行う国へ輸入するた

めの輸送費は補助対象とならない。 

 

※上記に掲げる補助対象経費以外の経費については交付申請できない。 


